
議案第２４号

令 和 ７ 年 度

五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 書



令和７年度五所川原市下水道事業会計予算

（総則）
第１条　令和７年度五所川原市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）
第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（特定環境保全
（公共下水道事業） 公共下水道事業） （農業集落排水事業） （漁業集落排水事業）

（１） 戸 戸 戸
（２） ㎥ ㎥ ㎥
（３） ㎥ ㎥ ㎥
（４） 公共下水道管きょ更新、管きょ施設及び処理場施設設備更新

（収益的収入及び支出）
第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。
　　　収　　　　入
第１款　公共下水道事業収益
第１項
第２項
第３項

第２款　特定環境保全公共下水道事業収益
第１項
第２項
第３項

第３款　農業集落排水事業収益
第１項
第２項
第３項

第４款　漁業集落排水事業収益
第１項
第２項
第３項

第５款　浄化槽設置整備事業収益
第１項

排水（処理）戸数 ８，５１０ 戸 １７０ ４７０ １９０
年 間 排 水 量 ２，２９７，２５０ ㎥ ３３，６４３ １４３，５３０ ４５，２８０
一 日 平 均 排 水 量 ６，２９４ ㎥ ９２ ３９３ １２４
主要な建設改良事業

８７１，３９２ 千円
営 業 収 益 ３７５，１３３ 千円
営 業 外 収 益 ４９６，２５８ 千円
特 別 利 益 １ 千円

４１，３８９ 千円
営 業 収 益 ５，５５９ 千円
営 業 外 収 益 ３５，８２９ 千円
特 別 利 益 １ 千円

６８，５４０ 千円
営 業 収 益 １５，６２０ 千円
営 業 外 収 益 ５２，９１９ 千円
特 別 利 益 １ 千円

４２，２８６ 千円
営 業 収 益 ７，５１９ 千円
営 業 外 収 益 ３４，７６６ 千円
特 別 利 益 １ 千円

３６，７５８ 千円
営 業 外 収 益 ３６，７５８ 千円
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　　　支　　　　出
第１款　公共下水道事業費用
第１項
第２項
第３項

第２款　特定環境保全公共下水道事業費用
第１項
第２項
第３項

第３款　農業集落排水事業費用
第１項
第２項
第３項

第４款　漁業集落排水事業費用
第１項
第２項
第３項

第５款　浄化槽設置整備事業費用
第１項
第２項

（資本的収入及び支出）
第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額３７８，９３０千円は、当
年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１７，６２７千円、過年度分損益勘定留保資金１４７，６４６千円、当年度分損益勘定留保
資金２１３，６５７千円で補てんするものとする。）

　　　収　　　　入
第１款　公共下水道事業資本的収入
第１項
第２項
第３項
第４項

収 入 合 計 １，０６０，３６５ 千円

７９６，３８４ 千円
営 業 費 用 ７４５，４８０ 千円
営 業 外 費 用 ５０，８５３ 千円
特 別 損 失 ５１ 千円

４１，３８９ 千円
営 業 費 用 ３９，２７１ 千円
営 業 外 費 用 ２，０９７ 千円
特 別 損 失 ２１ 千円

６８，５４０ 千円
営 業 費 用 ６５，３１７ 千円
営 業 外 費 用 ３，２０２ 千円
特 別 損 失 ２１ 千円

４２，２８６ 千円
営 業 費 用 ４０，４５１ 千円
営 業 外 費 用 １，８１４ 千円
特 別 損 失 ２１ 千円

３６，７５８ 千円
営 業 費 用 ３６，７５７ 千円
営 業 外 費 用 １ 千円

支 出 合 計 ９８５，３５７ 千円

４７１，３４７ 千円
企 業 債 ２１４，６００ 千円
他 会 計 出 資 金 ９１，７３６ 千円
国 庫 補 助 金 １６５，０１０ 千円
負 担 金 等 １ 千円
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第２款　特定環境保全公共下水道事業
　　　　　資本的収入
第１項
第２項

第３款　農業集落排水事業資本的収入
第１項
第２項
第３項

第４款　漁業集落排水事業資本的収入
第１項
第２項
第３項
第４項

　　　支　　　　出
第１款　公共下水道事業資本的支出
第１項
第２項

第２款　特定環境保全公共下水道事業
　　　　　資本的支出
第１項

第３款　農業集落排水事業資本的支出
第１項
第２項

第４款　漁業集落排水事業資本的支出
第１項
第２項

１０，９６８ 千円
企 業 債 ８，８００ 千円
他 会 計 出 資 金 ２，１６８ 千円

６６，７０８ 千円
企 業 債 ３２，３００ 千円
他 会 計 出 資 金 １４，４０８ 千円
国 庫 補 助 金 ２０，０００ 千円

２３，９６４ 千円
企 業 債 １４，９００ 千円
他 会 計 出 資 金 ５，５９９ 千円
国 庫 補 助 金 ３，１５０ 千円
県 補 助 金 ３１５ 千円

収 入 合 計 ５７２，９８７ 千円

８０８，９２０ 千円
建 設 改 良 費 ３９０，０７５ 千円
企 業 債 償 還 金 ４１８，８４５ 千円

２１，１７１ 千円
企 業 債 償 還 金 ２１，１７１ 千円

８７，９８４ 千円
建 設 改 良 費 ５１，７００ 千円
企 業 債 償 還 金 ３６，２８４ 千円

３３，８４２ 千円
建 設 改 良 費 １１，０００ 千円
企 業 債 償 還 金 ２２，８４２ 千円

支 出 合 計 ９５１，９１７ 千円
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（継続費）
第５条　継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

（企業債）
第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

 (一時借入金）
第７条　一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）
第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。
（１）各項に計上した経費の予定額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項間の流用

款 項 事 業 名 総 額 年 度 年 割 額

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

1
公共下水道事業
資 本 的 支 出

1 建 設 改 良 費
五所川原市浄化センター

受変電・自家発電設備更新工事
９３４，２００千円

令和７年度 ２８９，５００千円

令和８年度 ６４４，７００千円

公共下水道事業 １９４，４００千円

公共下水道事業
資本費平準化債

３，２００千円

下水道事業債
（特別措置分）

１７，０００千円

特定環境保全公共下水道事業
資本費平準化債

８，８００千円

農業集落排水事業 ３１，７００千円

農業集落排水事業
資本費平準化債

６００千円

漁業集落排水事業 ７，５００千円

漁業集落排水事業
資本費平準化債

７，４００千円

普通貸借

年３．０％以内
（ただし、利率見直し方式とした場
合にあって、利率の見直しを行った
後は、当該見直し後の利率）

借入先の融資条件による。ただ
し下水道事業会計予算の都合に
より繰上償還又は低利に借り換
えることができる。
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第９条  次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する
場合は議会の議決を経なければならない。
（１）

（他会計からの補助金）
第１０条　事業安定のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は１９，２７８千円である。
＜内訳＞
特定環境保全公共下水道事業他会計補助金 千円
農業集落排水事業他会計補助金 千円
漁業集落排水事業他会計補助金 千円

（たな卸資産購入限度額）
第１１条　たな卸資産の購入限度額は、２，３５４千円と定める。

令和７年２月２６日提出

職 員 給 与 費 ７４，３５１ 千円

７，７５３
６，０８５
５，４４０

五所川原市長　　佐々木　孝　昌
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予 算 に 関 す る 説 明 書
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１

２

３

４

５

６

７

８

令 和 ７ 年 度 五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

令和７年度五所川原市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

令 和 ７ 年 度 五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 会 計 給 与 費 明 細 書

継 続 費 に 関 す る 調 書

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

令 和 ７ 年 度 五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

令 和 ６ 年 度 五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

令 和 ６ 年 度 五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

地 方 公 営 企 業 法 第 ２ ５ 条 及 び 同 法 施 行 令 第 １ ７ 条 の
２ の 規 定 に 基 づ く 予 算 に 関 す る 説 明 書
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１　令和７年度五所川原市下水道事業会計予算実施計画

(収益的収入及び支出）
収 入

款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

事 業 収 益 １,０６０,３６５ 下水道事業の経営活動全般から生ずる収益

1
公 共 下 水 道
事 業 収 益

８７１,３９２ 公共下水道事業の経営活動全般から生ずる収益

1 営 業 収 益 ３７５,１３３ 主たる営業活動から生ずる収益

1 下 水 道 使 用 料 ３７４,８１５ 公共下水道使用料

2 その他営業収益 ３１８ 上記以外の収益

2 営 業 外 収 益 ４９６,２５８ 主たる営業活動以外の収益

1 他 会 計 負 担 金 ２８９,０４８
雨水処理、分流式下水道等に要する経費等に対す
る一般会計繰入金

2 補 助 金 ６,２５０
内水ハザードマップ作成業務及び下水道事業計画
変更業務に対する国庫支出金

3
消 費 税 及 び
地方消費税還付金

１ 下水道事業に係る消費税及び地方消費税還付金

4 長期前受金戻入 ２００,６３２ 長期前受金の減価償却見合い分を収益化したもの

5 雑 収 益 ３２７ 行政財産使用料ほか雑収入

3 特 別 利 益 １ 当年度の経常的収支から除外すべき利益

1 過年度損益修正益 １
前年度以前の損益の修正で利益の性質を有するも
の
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款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

2
特 定 環 境 保 全
公 共 下 水 道
事 業 収 益

４１,３８９
特定環境保全公共下水道事業の経営活動全般から
生ずる収益

1 営 業 収 益 ５,５５９ 主たる営業活動から生ずる収益

1 下 水 道 使 用 料 ５,５５０ 特定環境保全公共下水道使用料

2 その他営業収益 ９ 上記以外の収益

2 営 業 外 収 益 ３５,８２９ 主たる営業活動以外の収益

1 他 会 計 補 助 金 ７,７５３
営業費用を使用料等で賄えない部分に対する一般
会計繰入金

2 他 会 計 負 担 金 １２,２００
分流式下水道等に要する経費に対する一般会計繰
入金

3
消 費 税 及 び
地方消費税還付金

１ 下水道事業に係る消費税及び地方消費税還付金

4 長期前受金戻入 １５,８７４ 長期前受金の減価償却見合い分を収益化したもの

5 雑 収 益 １ 手数料、不用品の売却代金、その他

3 特 別 利 益 １ 当年度の経常的収支から除外すべき利益

1 過年度損益修正益 １
前年度以前の損益の修正で利益の性質を有するも
の

3
農 業 集 落 排 水
事 業 収 益

６８,５４０ 農業集落排水事業の経営活動全般から生ずる収益

1 営 業 収 益 １５,６２０ 主たる営業活動から生ずる収益

1 下 水 道 使 用 料 １５,６０８ 農業集落排水施設使用料

2 その他営業収益 １２ 上記以外の収益
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款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

2 営 業 外 収 益 ５２,９１９ 主たる営業活動以外の収益

1 他 会 計 補 助 金 ６,０８５
営業費用を使用料等で賄えない部分に対する一般
会計繰入金

2 他 会 計 負 担 金 ２４,４７７
分流式下水道等に要する経費に対する一般会計繰
入金

3
消 費 税 及 び
地方消費税還付金

１ 下水道事業に係る消費税及び地方消費税還付金

4 長期前受金戻入 ２２,３５５ 長期前受金の減価償却見合い分を収益化したもの

5 雑 収 益 １ 手数料、不用品の売却代金、その他

3 特 別 利 益 １ 当年度の経常的収支から除外すべき利益

1 過年度損益修正益 １
前年度以前の損益の修正で利益の性質を有するも
の

4
漁 業 集 落 排 水
事 業 収 益

４２,２８６ 漁業集落排水事業の経営活動全般から生ずる収益

1 営 業 収 益 ７,５１９ 主たる営業活動から生ずる収益

1 下 水 道 使 用 料 ７,５１０ 漁業集落排水施設使用料

2 その他営業収益 ９ 上記以外の収益

2 営 業 外 収 益 ３４,７６６ 主たる営業活動以外の収益

1 他 会 計 補 助 金 ５,４４０
営業費用を使用料等で賄えない部分に対する一般
会計繰入金

2 他 会 計 負 担 金 １１,６９１
分流式下水道等に要する経費に対する一般会計繰
入金

3
消 費 税 及 び
地方消費税還付金

１ 下水道事業に係る消費税及び地方消費税還付金
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支 出

款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

4 長期前受金戻入 １７,６３３ 長期前受金の減価償却見合い分を収益化したもの

5 雑 収 益 １ 手数料、不用品の売却代金、その他

3 特 別 利 益 １ 当年度の経常的収支から除外すべき利益

1 過年度損益修正益 １
前年度以前の損益の修正で利益の性質を有するも
の

5
浄化槽設置整備
事 業 収 益

３６,７５８ 浄化槽設置整備事業の収益

1 営 業 外 収 益 ３６,７５８ 浄化槽設置整備事業の収益

1 他 会 計 負 担 金 ３６,７５７ 一般会計繰入金

2
消 費 税 及 び
地方消費税還付金

１ 下水道事業に係る消費税及び地方消費税還付金

款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

事 業 費 用 ９８５,３５７ 下水道事業の経営活動全般から生ずる費用

1
公 共 下 水 道
事 業 費 用

７９６,３８４ 公共下水道事業の経営活動全般から生ずる費用

1 営 業 費 用 ７４５,４８０ 主たる営業活動から生ずる費用

1 管 き ょ 費 ３０,９３５ 管路の維持管理に要する費用

2 処 理 場 費 ２１０,８６２ 処理施設の維持管理及び排水処理に要する費用

3 総 係 費 ４８,４８５ 一般管理に要する費用
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款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

4 減 価 償 却 費 ４５１,４６３ 固定資産の減価償却費用

5 資 産 減 耗 費 ３,７３５ 固定資産の資産減耗費用

2 営 業 外 費 用 ５０,８５３ 金融及び財務活動に伴う費用

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

４２,８５３ 企業債利息に要する費用

2
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

８,０００
下水道事業に係る消費税及び地方消費税に要する
費用

3 特 別 損 失 ５１ 当年度の経常的費用から除外すべき損失

1 過年度損益修正損 １
前年度以前の損益の修正で損失の性質を有するも
の

2
過誤納還付金及び
還 付 加 算 金

５０ 過誤納付に伴う還付金等の費用

2
特 定 環 境 保 全
公 共 下 水 道
事 業 費 用

４１,３８９
特定環境保全公共下水道事業の経営活動全般から
生ずる費用

1 営 業 費 用 ３９,２７１ 主たる営業活動から生ずる費用

1 管 き ょ 費 ４００ 管路の維持管理に要する費用

2 処 理 場 費 １２,５１５ 処理施設の維持管理及び排水処理に要する費用

3 総 係 費 ２７９ 一般管理に要する費用

4 減 価 償 却 費 ２６,０７７ 固定資産の減価償却費用

2 営 業 外 費 用 ２,０９７ 金融及び財務活動に伴う費用

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

１,９９７ 企業債利息及び一時借入金利息に要する費用
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款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

2
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

１００
下水道事業に係る消費税及び地方消費税に要する
費用

3 特 別 損 失 ２１ 当年度の経常的費用から除外すべき損失

1 過年度損益修正損 １
前年度以前の損益の修正で、損失の性質を有する
もの

2
過誤納還付金及び
還 付 加 算 金

２０ 過誤納付に伴う還付金等の費用

3
農 業 集 落 排 水
事 業 費 用

６８,５４０ 農業集落排水事業の経営活動全般から生ずる費用

1 営 業 費 用 ６５,３１７ 主たる営業活動から生ずる費用

1 管 き ょ 費 １,１０９ 管路の維持管理に要する費用

2 処 理 場 費 ２０,２２４ 処理施設の維持管理及び排水処理に要する費用

3 総 係 費 ３５３ 一般管理に要する費用

4 減 価 償 却 費 ４３,６３１ 固定資産の減価償却費用

2 営 業 外 費 用 ３,２０２ 金融及び財務活動に伴う費用

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

３,２０１ 企業債利息及び一時借入金利息に要する費用

2
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

１
下水道事業に係る消費税及び地方消費税に要する
費用

3 特 別 損 失 ２１ 当年度の経常的費用から除外すべき損失

1 過年度損益修正損 １
前年度以前の損益の修正で損失の性質を有するも
の

2
過誤納還付金及び
還 付 加 算 金

２０ 過誤納付に伴う還付金等の費用
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款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

4
漁 業 集 落 排 水
事 業 費 用

４２,２８６ 漁業集落排水事業の経営活動全般から生ずる費用

1 営 業 費 用 ４０,４５１ 主たる営業活動から生ずる費用

1 管 き ょ 費 ４９１ 管路の維持管理に要する費用

2 処 理 場 費 １２,１６０ 処理施設の維持管理及び排水処理に要する費用

3 総 係 費 ２８９ 一般管理に要する費用

4 減 価 償 却 費 ２７,５１１ 固定資産の減価償却費用

2 営 業 外 費 用 １,８１４ 金融及び財務活動に伴う費用

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

１,８１３ 企業債利息及び一時借入金利息に要する費用

2
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

１
下水道事業に係る消費税及び地方消費税に要する
費用

3 特 別 損 失 ２１ 当年度の経常的費用から除外すべき損失

1 過年度損益修正損 １
前年度以前の損益の修正で損失の性質を有するも
の

2
過誤納還付金及び
還 付 加 算 金

２０ 過誤納付に伴う還付金等の費用

5
浄化槽設置整備
事 業 費 用

３６,７５８
浄化槽設置整備事業の経営活動全般から生ずる費
用

1 営 業 費 用 ３６,７５７ 主たる営業活動から生ずる費用

1 総 係 費 ３６,７５７ 浄化槽設置整備事業に要する費用
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(資本的収入及び支出）
収 入

款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

2 営 業 外 費 用 １ 金融及び財務活動に伴う費用

1
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

１
下水道事業に係る消費税及び地方消費税に要する
費用

款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

資 本 的 収 入 ５７２,９８７ 建設改良及び企業債償還に対する収入

1
公共下水道事業
資 本 的 収 入

４７１,３４７
公共下水道事業の建設改良及び企業債償還に対す
る収入

1 企 業 債 ２１４,６００ 企業債の発行による収入

1 企 業 債 ２１４,６００
建設改良費等の財源に充てるために発行する企業
債

2 他 会 計 出 資 金 ９１,７３６ 建設改良及び企業債償還に対する収入

1 他 会 計 出 資 金 ９１,７３６
市単独事業費及び企業債元金償還に対する一般会
計繰入金

3 国 庫 補 助 金 １６５,０１０ 建設改良に対する国庫支出金

1 国 庫 補 助 金 １６５,０１０ 公共下水道事業に対する国庫支出金

4 負 担 金 等 １ 建設改良に対する負担金

1 受 益 者 負 担 金 １ 公共下水道事業受益者負担金
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款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

2
特 定 環 境 保 全
公共下水道事業
資 本 的 収 入

１０,９６８
特定環境保全公共下水道事業の企業債償還に対す
る収入

1 企 業 債 ８,８００ 企業債の発行による収入

1 企 業 債 ８,８００
建設改良費等の財源に充てるために発行する企業
債

2 他 会 計 出 資 金 ２,１６８ 建設改良及び企業債償還に対する収入

1 他 会 計 出 資 金 ２,１６８ 企業債元金償還に対する一般会計繰入金

3
農 業 集 落 排 水
事業資本的収入

６６,７０８
農業集落排水事業の建設改良及び企業債償還に対
する収入

1 企 業 債 ３２,３００ 企業債の発行による収入

1 企 業 債 ３２,３００
建設改良費等の財源に充てるために発行する企業
債

2 他 会 計 出 資 金 １４,４０８ 企業債償還に対する収入

1 他 会 計 出 資 金 １４,４０８
市単独事業費及び企業債元金償還に対する一般会
計繰入金

3 国 庫 補 助 金 ２０,０００ 建設改良に対する国庫支出金

1 国 庫 補 助 金 ２０,０００ 農業集落排水事業に対する国庫支出金

4
漁 業 集 落 排 水
事業資本的収入

２３,９６４
漁業集落排水事業の建設改良及び企業債償還に対
する収入

1 企 業 債 １４,９００ 企業債の発行による収入

1 企 業 債 １４,９００
建設改良費等の財源に充てるために発行する企業
債
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支 出

款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

2 他 会 計 出 資 金 ５,５９９ 企業債償還に対する収入

1 他 会 計 出 資 金 ５,５９９
市単独事業費及び企業債元金償還に対する一般会
計繰入金

3 国 庫 補 助 金 ３,１５０ 建設改良に対する国庫支出金

1 国 庫 補 助 金 ３,１５０ 漁業集落排水事業に対する国庫支出金

4 県 補 助 金 ３１５ 建設改良に対する県支出金

1 県 補 助 金 ３１５ 漁業集落排水事業に対する県支出金

款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

資 本 的 支 出 ９５１,９１７ 建設改良及び企業債償還に要する費用

1
公共下水道事業
資 本 的 支 出

８０８,９２０
公共下水道事業の建設改良及び企業債償還に要す
る費用

1 建 設 改 良 費 ３９０,０７５ 建設改良に要する費用

1 管 き ょ 建 設 費 １００,５７５ 管きょの建設改良に要する費用

2 処理場建設改良費 ２８９,５００ 処理場の建設改良に要する費用

2 企 業 債 償 還 金 ４１８,８４５ 企業債償還に要する費用

1 企 業 債 償 還 金 ４１８,８４５
建設改良費等の財源に充てるために発行した企業
債の元金償還金
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款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

2
特 定 環 境 保 全
公共下水道事業
資 本 的 支 出

２１,１７１
特定環境保全公共下水道事業の企業債償還に要す
る費用

1 企 業 債 償 還 金 ２１,１７１ 企業債償還に要する費用

1 企 業 債 償 還 金 ２１,１７１
建設改良費等の財源に充てるために発行した企業
債の元金償還金

3
農 業 集 落 排 水
事業資本的支出

８７,９８４
農業集落排水事業の建設改良及び企業債償還に要
する費用

1 建 設 改 良 費 ５１,７００ 建設改良に要する費用

1 管 き ょ 建 設 費 ４８,７００ 管きょの建設改良に要する費用

2 処理場建設改良費 ３,０００ 処理場の建設改良に要する費用

2 企 業 債 償 還 金 ３６,２８４ 企業債償還に要する費用

1 企 業 債 償 還 金 ３６,２８４
建設改良費等の財源に充てるために発行した企業
債の元金償還金

4
漁 業 集 落 排 水
事業資本的支出

３３,８４２
漁業集落排水事業の建設改良及び企業債償還に要
する費用

1 建 設 改 良 費 １１,０００ 建設改良に要する費用

1 管 き ょ 建 設 費 ３,０００ 管きょの建設改良に要する費用

2 処理場建設改良費 ８,０００ 処理場の建設改良に要する費用

2 企 業 債 償 還 金 ２２,８４２ 企業債償還に要する費用

1 企 業 債 償 還 金 ２２,８４２
建設改良費等の財源に充てるために発行した企業
債の元金償還金
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１　業務活動によるキャッシュ・フロー
　　　当年度純利益
　　　減価償却費
　　　貸倒引当金の増減額（△は減少）
　　　長期前受金戻入額
　　　支払利息及び企業債取扱諸費
　　　有形固定資産除却費
　　　未収金の増減額（△は増加）
　　　未払金の増減額（△は減少）
　　　引当金の増減額（△は減少）
　　　小計
　　　支払利息及び企業債取扱諸費
　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー
　　　有形固定資産の取得による支出
　　　国庫補助金等による収入
　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー
　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入
　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出
　　　他会計からの出資による収入
　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）
資金期首残高
資金期末残高

２　令和７年度五所川原市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

（単位：千円）

68,237
548,682
△ 166

△ 256,494
49,864
3,735

△ 3,409
5,649
10,353
426,451

△ 49,864
376,587

△ 408,929
158,547

△ 250,382

214,200
△ 499,142

113,911
△ 171,031

△ 44,826
170,192
125,366
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１　総括

※（　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

※（　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

３　令和７年度五所川原市下水道事業会計給与費明細書

職　員　数 給　　　与　　　費
特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(1) (2,107) (747) (2,854) (416) (3,270)

5 9 86 35,632 19,784 55,502 15,579 71,081

(1) (2,076) (615) (2,691) (403) (3,094)

5 9 86 35,079 20,097 55,262 16,061 71,323

(0) (31) (132) (163) (13) (176)

0 0 0 553 △ 313 240 △ 482 △ 242

管理職員特 時間外勤務

別勤務手当 手　　　当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
(328) (235) (99) (85)

552 7,795 6,407 665 346 1,481 360 360 18 1,800

(317) (213) (85)

456 7,732 6,171 507 972 1,841 240 360 18 1,800

(11) (22) (99) (0)

96 63 236 158 △ 626 △ 360 120 0 0 0

区 分
法定福利費 合　　計

本 年 度

前 年 度

比 較

区分
扶養手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 通勤手当 住居手当 児童手当 管理職手当

本 年 度

前 年 度

比 較

手当の　　　　
内　訳
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ア　会計年度任用職員以外の職員

※（　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

※（　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

職　員　数 給　　　与　　　費
特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

(1) (2,107) (747) (2,854) (416) (3,270)

9 35,632 19,784 55,416 15,579 70,995

(1) (2,076) (615) (2,691) (403) (3,094)

9 35,079 20,097 55,176 16,061 71,237

(0) (31) (132) (163) (13) (176)

0 553 △ 313 240 △ 482 △ 242

管理職員特 時間外勤務

別勤務手当 手　　　当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）
(328) (235) (99) (85)

552 7,795 6,407 665 346 1,481 360 360 18 1,800

(317) (213) (85)

456 7,732 6,171 507 972 1,841 240 360 18 1,800

(11) (22) (99) (0)

96 63 236 158 △ 626 △ 360 120 0 0 0

区 分
法定福利費 合　　計

本 年 度

前 年 度

比 較

区分
扶養手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 通勤手当 住居手当 児童手当 管理職手当

本 年 度

前 年 度

比 較

手当の　　　　
内　訳
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扶養手当　　　　△２４ 勤勉手当　　　　　４４５
期末手当　　　　３１６ 寒冷地手当　　　　１５７
扶養手当　　　　１２０ 通勤手当　　　　△６２６
期末手当　　　△２５１ 住居手当　　　　△３６０
勤勉手当　　　△２１１ 児童手当　　　　　１２０
寒冷地手当　　　　　１

３　給料及び手当の状況
（１） 職員１人当たり給与

（２） 初　任　給

２　給料及び手当の増減額の明細

区 分 増減額 (千円） 増 減 事 由 別 内 訳 ( 千 円 ） 説 明 備 考

給与改定に伴う
増 加 分
昇 給 に 伴 う
増 加 分

制度改正に伴う
増 減 分

区　　　　　　　　　　　　分 行 政 職

平 均 給 料 月 額(円） ３２９，３４５

平 均 給 与 月 額(円） ３６７，４９０

平 均 年 齢(歳） ４６歳　　９月

平 均 給 料 月 額(円） ３２１，８４５

平 均 給 与 月 額(円） ３５０，７２３

平 均 年 齢(歳） ４６歳　　６月

一般会計の制度
行　政　職　(円）

高 校 卒 １９４，５００ １９４，５００

大 学 卒 ２２５，６００ ２２５，６００

給 料 ５５３

７７８
給与改定に伴う
増分

平均改定率　３．８１％

２５９
本年度昇給に伴
う増分

平均昇給率　０．９１％

その他の増減分 △４８４
職員の異動等に
伴う減分

手 当 △３１３

８９４
支給率等の改正
による増分

その他の増減分 △１，２０７
職員の異動等に
伴う減分

令和７年１月１日現在

令和６年１月１日現在

区 分 行　政　職　(円）
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※（　）内は、再任用短時間勤務職員について外書きしたもの。

（級別の基準となる職務）

（３） 級 別 職 員 数

行 政 職

級 職員数（人） 構成比（％）

７　級

６　級

５　級 １ １１．１

４　級 ４ ４４．５

３　級 ２ ２２．２

(１) (１００.０)

２ ２２．２

１　級

(１) (１００.０)

９ １００．０

７　級

６　級

５　級 １ １１．１

４　級 ４ ４４．５

３　級 １ １１．１

(１) (１００.０)

３ ３３．３

１　級

(１) (１００.０)

９ １００．０

区 分 ７　級 ６　級 ５　級 ４　級 ３　級 ２　級 １　級

行 政 職 部 長 参 事 課 長 課 長 補 佐 係 長 主 任 主 事

区 分

２　級

計

２　級

計

令和７年１月１日現在

令和６年１月１日現在
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（４） 昇　給

区　　　　　　　　　　　　分 行 政 職

職 員 数(Ａ)(人) ９

昇給に係る職員数(Ｂ)(人) ７

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人) ７

５号給 (人)

６号給 (人)

８号給 (人)

比 率(Ｂ)／（Ａ）(％) ７７．８

職 員 数（Ａ）(人) ９

昇給に係る職員数（Ｂ）(人) ７

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人) ７

５号給 (人)

６号給 (人)

８号給 (人)

比 率(Ｂ)／（Ａ）(％) ７７．８

本　
　

年　
　

度

号給数別内訳

前　
　

年　
　

度

号給数別内訳
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（５） 期 末 手 当　・　勤 勉 手 当

※（　）内は、再任用職員の支給率

（６） 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（７） その他の手当

支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職 制 上 の 段 階 、 職 務 の

６月 (月分） １２月 (月分） (月分） 級 等 に よ る 加 算 措 置

（１．２００） （１．２００） （２．４０）

２．２７５ ２．２７５ ４．５５

（１．１５０） （１．１５０） （２．３０）

２．２００ ２．２００ ４．４０

（１．２００） （１．２００） （２．４０）

２．２７５ ２．２７５ ４．５５

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度 退 職 時

(月分） (月分） (月分） (月分） 特 別 昇 給

・定年前早期退職特例措置

(2％～45％加算）

・職務の級に応じた調整額

・定年前早期退職特例措置

(2％～45％加算）

・職務の級に応じた調整額

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同　　　　じ 無

住 居 手 当 同　　　　じ 無

通 勤 手 当 同　　　　じ 無

区 分 備 考

本年度 有

前年度 有

一般会計の制度 有

区 分 その他の加算措置等 備　　考

支 給 率 等 ２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９ ４７．７０９ 無

一般会計の制度
( 支 給 率 等 ）

２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９ ４７．７０９ 無
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1 1

４　継続費に関する調書

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

289,500 157,310 132,100 90 0 289,500 289,500 31.0

644,700 350,070 294,600 30 644,700 0.0

934,200 507,380 426,700 120 0 289,500 289,500 644,700 31.0

全体計画
前前年度末
までの支払
義務発生額

前年度末ま
での支払義
務発生(見
込)額

当該年度支
払義務発生
予定額

当該年度末
までの支払
義務発生予
定額

翌年度以降
の支払義務
発生予定額

継続費の総
額に対する
進捗率

備考

年度 年割額

左の財源内訳

国庫補助金 企業債
当 年 度
損益勘定
留保資金

７

８

計

款 項 事業名

公共下
水道事
業資本
的支出

建設改
良費

五所川原市浄化セ
ンター受変電・自
家発電設備更新工
事
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（単位：千円）

５　債務負担行為に関する調書

前年度末までの支払 当 該 年 度 以 降 の 支
義務発生（見込）額 払 義 務 発 生 予 定 額

事　　　　　　　項 限　度　額
左の財源内訳

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額
下水道使用料

収 益
企 業 債

排水設備工事資金の融資
に 対 す る 損 失 補 償

損失額の全額
令和７年度から
事業継続期間中

排 水 設 備 工 事 資 金
利 子 補 給 金

貸付融資額の
うち保有額に
対する年９％

以内

平成２０年度から
１６９

令和７年度から
事業継続期間中

令和６年度まで

五所川原市公共下水道
処理施設等包括的運転
管 理 業 務 委 託

１,１９６,９７６

令和４年度から
６４５，４８０

令和７年度から
５５１，４９６ ５５１，４９６

令和６年度まで 令和８年度まで
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１
（１）

イ
ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

（２）
イ

（３）
イ

２
（１）
（２）

（３）
（４）

６　令和７年度五所川原市下水道事業予定貸借対照表
（令和８年３月３１日）

資　　　　産　　　　の　　　　部
（単位：千円）

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
土 地 195,103
建 物 1,473,403
減 価 償 却 累 計 額 △ 969,412 503,991
構 築 物 21,082,082
減 価 償 却 累 計 額 △ 9,551,925 11,530,157
機 械 及 び 装 置 3,648,715
減 価 償 却 累 計 額 △ 2,136,238 1,512,477
車 両 運 搬 具 14,986
減 価 償 却 累 計 額 △ 14,236 750
工 具 器 具 及 び 備 品 7,696
減 価 償 却 累 計 額 △ 6,299 1,397

有 形 固 定 資 産 合 計 13,743,875
無 形 固 定 資 産
電 話 加 入 権 2,556

無 形 固 定 資 産 合 計 2,556
投資その他の資産
そ の 他 投 資 40

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 40
固 定 資 産 合 計 13,746,471

流 動 資 産
現 金 ・ 預 金 125,366
未 収 金 46,083
貸 倒 引 当 金 △ 311 45,772

貯 蔵 品 1,174
前 払 金 115,800
流 動 資 産 合 計 288,112
資 産 合 計 14,034,583
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３
（１）

（１）
（２）
（３）

（１）

６
７
（１）

（２）

負　　　　債　　　　の　　　　部

固 定 負 債
企 業 債 4,171,715
固 定 負 債 合 計 4,171,715

４ 流 動 負 債
企 業 債 486,721
未 払 金 40,592
引 当 金 15,941
流 動 負 債 合 計 543,254

５ 繰 延 収 益
長 期 前 受 金 13,565,181
収 益 化 累 計 額 △ 8,367,667
繰 延 収 益 合 計 5,197,514
負 債 合 計 9,912,483

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金 6,371,780
剰 余 金
資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 6,290
ロ 補 助 金 5,211
ハ 負 担 金 等 46,615
資 本 剰 余 金 合 計 58,116
利 益 剰 余 金

イ 当 年 度 未 処 理 欠 損 金 2,307,796
利 益 剰 余 金 合 計 △ 2,307,796
剰 余 金 合 計 △ 2,249,680
資 本 合 計 4,122,100
負 債 資 本 合 計 14,034,583
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１
（１）
（２）
２
（１）
（２）
（３）
（４）
（５）

３
（１）
（２）
（３）
（４）
（５）
４
（１）
（２）

５
（１）
６
（１）
（２）

７　令和６年度五所川原市下水道事業予定損益計算書
（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

（単位：千円）
営 業 収 益

下 水 道 使 用 料 369,776
そ の 他 営 業 収 益 348 370,124

営 業 費 用
管 き ょ 費 46,959
処 理 場 費 250,761
総 係 費 83,792
減 価 償 却 費 550,612
資 産 減 耗 費 3,735 935,859
営 業 損 失 565,735

営業外収益
他 会 計 補 助 金 24,100
他 会 計 負 担 金 96,592
補 助 金 20,300
長 期 前 受 金 戻 入 256,997
雑 収 益 143 398,132

営業外費用
支払利息及び企業債取扱諸費 51,238
雑 支 出 13,920 65,158 332,974
経 常 損 失 232,761

特 別 利 益
過 年 度 損 益 修 正 益 4 4

特 別 損 失
過 年 度 損 益 修 正 損 4
過誤納還付金及び還付加算金 110 114 110
当 年 度 純 損 失 232,871
前 年 度 繰 越 欠 損 金 2,143,162
当 年 度 未 処 理 欠 損 金 2,376,033
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１
（１）

イ
ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

（２）
イ

（３）
イ

２
（１）
（２）

（３）

８　令和６年度五所川原市下水道事業予定貸借対照表
（令和７年３月３１日）

資　　　　産　　　　の　　　　部
（単位：千円）

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
土 地 195,103
建 物 1,473,403
減 価 償 却 累 計 額 △ 941,583 531,820
構 築 物 21,008,831
減 価 償 却 累 計 額 △ 9,095,236 11,913,595
機 械 及 び 装 置 3,261,189
減 価 償 却 累 計 額 △ 2,072,217 1,188,972
車 両 運 搬 具 14,986
減 価 償 却 累 計 額 △ 14,236 750
工 具 器 具 及 び 備 品 7,696
減 価 償 却 累 計 額 △ 6,156 1,540
建 設 仮 勘 定 171,368

有 形 固 定 資 産 合 計 14,003,148
無 形 固 定 資 産
電 話 加 入 権 2,556

無 形 固 定 資 産 合 計 2,556
投資その他の資産
そ の 他 投 資 40

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 40
固 定 資 産 合 計 14,005,744

流 動 資 産
現 金 ・ 預 金 170,192
未 収 金 42,683
貸 倒 引 当 金 △ 477 42,206

貯 蔵 品 1,174
流 動 資 産 合 計 213,572
資 産 合 計 14,219,316
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３
（１）

（１）
（２）
（３）

（１）

６
７
（１）

（２）

負　　　　債　　　　の　　　　部

固 定 負 債
企 業 債 4,444,236
固 定 負 債 合 計 4,444,236

４ 流 動 負 債
企 業 債 499,142
未 払 金 34,943
引 当 金 5,573
流 動 負 債 合 計 539,658

５ 繰 延 収 益
長 期 前 受 金 13,451,904
収 益 化 累 計 額 △ 8,156,434
繰 延 収 益 合 計 5,295,470
負 債 合 計 10,279,364

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金 6,257,869
剰 余 金
資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 6,290
ロ 補 助 金 5,211
ハ 負 担 金 等 46,615
資 本 剰 余 金 合 計 58,116
利 益 剰 余 金

イ 当 年 度 未 処 理 欠 損 金 2,376,033
利 益 剰 余 金 合 計 △ 2,376,033
剰 余 金 合 計 △ 2,317,917
資 本 合 計 3,939,952
負 債 資 本 合 計 14,219,316
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注記
１　重要な会計方針
（１）資産の評価基準及び評価方法
　　　　貯蔵品　　　先入先出法による原価法によっている。
（２）固定資産の減価償却の方法
　　　　有形固定資産
　　　　・減価償却の方法 定額法による。
　　　　・主な耐用年数
　　　　　　建物 ８～５０年
　　　　　　構築物 １０～５０年
　　　　　　機械及び装置 １０～２０年
　　　　　　車両運搬具 ４～６年
　　　　　　工具、器具及び備品 ３～１０年
（３）引当金の計上方法
　　イ　退職給付引当金
　　　　職員の退職手当は、青森県市町村職員退職手当組合における積立金相当額を超過した場合、一般会計が負担するため退職給付引当
　　　金は計上していない。
　　ロ　賞与引当金
　　　　職員の期末手当及び勤勉手当等の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月か
　　　ら３月までの４か月分）を計上している。
　　ハ　貸倒引当金
　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込額を計上している。
　　ニ　その他引当金
　　　　令和４年度から令和８年度までの浄化センター包括運転管理業務等委託における動力費等の物価変動による精算に備えるため、
　　　当年度に係る精算見込追加見込額を計上している。
（４）消費税及び地方消費税の会計処理
　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。
（５）会計方針の変更
　　イ　一般会計繰入金に係る会計処理
　　　　令和７年度より、前年度までの資本的収入における現金収支不足分への繰入から、総務省繰出基準に基づき、収益的収入の資本費
　　　への繰入に変更し、繰出基準額と実繰入額の差額を解消する。
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２　セグメント情報の開示
（１）報告セグメントの概要
　　　五所川原市下水道事業は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業、漁業集落排水事業及び浄化槽設置整
　　備事業を運営しており、各事業で運営方針等を決定していることから、それらを報告セグメントとしている。なお、各報告セグメント
　　に属する事業の内容は以下のとおりである。

事業区分 事業の内容
公共下水道事業 市街地における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除
特定環境保全公共下水道事業 市街地以外における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除
農業集落排水事業 農業集落における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除
漁業集落排水事業 漁業集落における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除
浄化槽設置整備事業 下水道処理区域外における、し尿・生活雑排水等の処理のための浄化槽設置費に対する助成

（２）報告セグメントごとの営業収益等

当年度（自　令和７年４月１日　至　令和８年３月３１日）

営業収益
営業費用
営業損益
経常損益
セグメント資産
セグメント負債
その他の項目
他会計繰入金
減価償却費
特別利益
特別損失
有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

（単位：千円）

341,059 5,054 14,201 6,836 0 367,150
723,315 38,083 63,363 39,280 36,749 900,790

△ 382,256 △ 33,029 △ 49,162 △ 32,444 △ 36,749 △ 533,640
68,287 20 20 20 0 68,347

11,312,805 849,698 1,141,148 730,222 710 14,034,583
7,941,692 621,366 773,122 575,593 710 9,912,483

289,048 19,953 30,562 17,131 36,757 393,451
451,463 26,077 43,631 27,511 0 548,682

1 1 1 1 0 4
51 21 21 21 0 114

236,099 0 47,045 10,000 0 293,144

公共下水道
事業

特定環境保全
公共下水道

事業

農業集落排水
事業

漁業集落排水
事業

浄化槽設置
整備事業

合計
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３　リース契約により使用する固定資産
（１）リース会計に係る特例措置
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。
（２）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額
　　　１年内　　　４２５，３０４円
　　　１年超　１，２７５，９１２円
　　　　計　　１，７０１，２１６円

４　その他の注記
（１）引当金の取崩し
　　　当事業年度において、職員の期末手当及び勤勉手当等の支給のために、賞与引当金５，５７３千円を取り崩す予定である。
　　また、債権の不納欠損による損失に貸倒引当金４７７千円を取り崩す予定である。
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